
令和７年度補正予算 重点支援地方交付金の活用状況について
青森県 横浜町

交付限度額 １億 ９６５万２千円

うち令和７年度 交付決定額 ５６９９万２千円（５２％）

うち令和８年度 交付決定額 ー

残額 ５２６５万 円（４８％）

■実施状況

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度を記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）

事業者支援

◆横浜町民応援商品券事業 事業費：５４９１万円 ※食料品特別加算を活用
物価高騰により、生活に必要な多くの物の値段が上がっているため、全町民に町内でのみ使用可能な商品券を配布し、その

生活を支援すると共に、町内商店等の経営の下支えすることを目的とする。（１人あたり１３，０００円）

◆横浜町福祉灯油購入助成事業 事業費：１１１０万円
原油価格高騰に伴う生活困窮者等の経済的負担を軽減するため、住民税均等割非課税世帯・ひとり親世帯・高齢者（65歳

以上）世帯に対し、支援を行うことで、家計負担の軽減を図り生活の安定に資することを目的とする。
（１世帯あたり１０，０００円）を給付。

◆横浜町福祉・介護・医療等事業所物価高騰対策支援給付事業 事業費：２０１万円
福祉・介護・医療等のサービスを提供する事業所に対し、エネルギー・食料品価格等の物価高騰への支援を目的とする。

（１施設あたり１００，０００円）

◆横浜町中小企業等物価高騰対策支援給付事業 事業費：１７１４万円
物価高騰により、経費が増大して経営が悪化している町内の個人事業主や中小企業等に対して、その継続を図り、経営への

悪影響を回避するため支援することを目的とする。（１事業者あたり１００，０００円）

生活者支援

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

＜令和８年３月時点＞

◆横浜町農業・水産業物価高騰対策支援給付事業 事業費：１８４０万円
物価高騰により、経費が増大して経営が悪化している農業・漁業者に対して、その継続を図り、経営への悪影響を回避する
ため支援することを目的とする。（１事業者あたり最大１００，０００円）
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